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「山口県企業局第４次経営計画【改定版】（素案）」（概要） 

第１章  計画の基本的な考え方                                  

１ 計画策定の趣旨及び見直しの目的 

平成 31 年３月に策定した「第４次経営計画（計画期間：令和元～10 年度）」に

ついて、計画期間の中間年にあたる令和５年度、各事業の進捗状況や経営環境の

変化、「やまぐち未来維新プラン」の策定などを踏まえ、計画後半期（令和 6～10

年度）に向けた見直しを行う。 

２ 経営の基本理念 

地方公営企業としての公共性と経済性を最大限に発揮するという基本原則の

下で、水力発電によるクリーンエネルギーと産業の血液といわれる豊富かつ良質、

低廉な工業用水を安定的に供給し、地域社会の発展と地球環境の保全に貢献 

３ 計画の位置付け 

  ○ 「やまぐち未来維新プラン」、「やまぐち産業イノベーション戦略」の方針等

を踏まえ策定した、企業局の中長期的な経営の基本方針 

  ○ 総務省が地方公営企業に策定を要請している「経営戦略」 

４ 計画期間 

   令和元年度～令和 10 年度の 10年間 

  ※ 見直しの期間は計画期間後半期にあたる令和６年度から令和 10年度まで   

 

第２章 企業局の現状                                   

１ 第４次経営計画前半期における取組の成果 

経営の基本方針に基づき、水力発電の供給力の確保・向上、電力システム改革

への対応、周南地区や宇部・山陽小野田地区における水資源・渇水対策、工業用

水道施設の老朽化・耐震化対策等の様々な経営課題に対応 

２ 経営管理指標の達成状況 

計画前半期は、電気事業の「リパワリング進捗管理」において計画変更があっ

たが、概ね計画どおり進行 

３ 計画中間年における企業局の現状 

電気事業 

〇 県内水力発電所の発電量の約半数を発電（年間送電電力量：一般家庭約５万

世帯分、大部分が県内消費） 

〇 安定した純利益を確保するとともに、企業債残高を順調に縮減 

工業用水道事業 

〇 給水能力約 173 万㎥／日、契約水量約 156万㎥／日（いずれも全国１位） 

※令和６年３月時点 

〇 重要な産業インフラとして本県経済の発展に大きく貢献 

〇 今後の更新需要の増大に備えて、内部留保資金を確保するとともに、企業債

残高を順調に縮減 

４ 第４次経営計画策定後の経営環境の変化等 

電気事業 

   (1) 脱炭素化の流れに伴う水力発電の重要性・役割の高まり 

   (2) 電力システム改革の更なる進展 
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   (3) 発電所の老朽化の進行 

工業用水道事業 

   (1) 渇水による慢性的な水不足 

   (2) 施設の老朽化の進行 

   (3) 工業用水の需給状況の変化 

   (4) 経済安全保障の推進の動き 

   (5) 低廉な工業用水道料金の維持の要請 

共通事業 

   (1) 急激な物価上昇 

   (2) 自然災害の頻発化・激甚化 

(3) 組織の状況（職員の高年齢化及び退職） 

   (4) 資格取得の状況（若年職員を中心とした資格取得促進の必要性） 

   (5) 働き方改革の推進 

   (6) 地方公営企業における更なる経営改革の推進の要請 

 

第３章 経営の基本的方向性                             

１ 目指すべき将来像（計画期間満了時の姿） 

電   気 

・供給力を向上し、水力発電によるクリーンエネルギーを安定

的・持続的に供給 

・再生可能エネルギーの地産地消の推進、県内企業の脱炭素化

に貢献 

・電力システム改革に的確に対応し、安定的な経営基盤を構築 

工業用水道 

・企業のニーズや社会・経済環境の変化などに的確に対応し、

工業用水を安定的に供給 

・低廉な料金水準を維持しつつ、施設の健全性と経営の健全性

を確保 

・需要開拓の取組により、未契約水の解消の推進、低廉な料金

水準と新規需要の好循環を創出 

共   通 

・大規模災害発生時にも安定供給を継続できる体制を構築 

・デジタル技術の活用による業務の効率化や作業の安全性の

確保 

・技術やノウハウが次世代の職員に円滑に継承 

・事業運営に必要な資格保有者を安定的に確保 

・働きやすい職場環境の構築、職員の能力や組織力を最大限に

発揮 

・地域活性化や環境保全、脱炭素化の実現に貢献 

 

２ 将来像の達成に向けた課題 

   電気事業 

○ 既設発電所のリニューアルやリパワリングは、再生可能エネルギー固定 

価格買取制度や国庫補助金を活用しながら、計画的に実施することが必要 

○ 発電所の老朽化が進んでおり、長期的視点に立った更新が必要 

○ 2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、県内企業の脱炭素化の取組

を促進することが必要 
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○ 発電所未設置ダム等における小水力発電所の開発は、再生可能エネルギー

固定価格買取制度や物価等の動向を注視しながら、採算性の確保を前提に取

り組むことが必要 

   ○ 長期安定した経営基盤が確保できるよう最適な売電方法等の検討が必要 

   工業用水道事業 

   ○ 水資源の確保や渇水対策、供給体制の見直しなど、受水企業のニーズに的

確に対応することが必要 

   ○ 管路等の老朽化が急速に進行するため、長期的な経営の安定を図りなが

ら、計画的、重点的に強靭化対策を進めることが必要 

   ○ 未契約水の解消や企業の節水技術の向上、事業再編等に伴う減量等への

対応を図るため、工業用水の需要開拓に向けた更なる取組が必要 

   ○ 経済安全保障推進法の制定を契機とした国の施策に伴う水需要の動向に

注視し、新規需要開拓の好機を逃さないよう取組を強化・拡大が必要 

   共通事業 

○ 大規模災害時の初動体制の確保など早期の供給再開に向けた対策が必要 

○ 将来的な需要や収支見通し等を踏まえた厳格かつ適切な投資判断に努め、

長期安定的な経営基盤を確保が必要 

○ 最新のデジタル技術の動向を把握するとともに、労働安全の観点を含む活

用方法について検討が必要 

○ 現場を熟知した職員から若年職員へノウハウや技術などが伝承されるよ

う、マニュアル化や職場研修の強化などが必要 

○ 業務に必要な資格保有者を安定的に確保するため、若年職員を中心に資格

取得促進が必要 
 
３ 経営の基本方針 

   安定供給体制の強化 

    水力発電の供給力の向上、水資源・渇水対策、工業用水の供給体制の再構     

築、施設の強靭化対策、事業継続計画（BCP）を踏まえた施設整備や防災危機

管理対策に計画的・重点的に取り組み、電気及び工業用水の安定供給体制の強

化を図る。 
 
   安定経営の確保 

    長期的な物価変動や電気の市場価格及び工業用水の需要動向も考慮しつつ、   

的確な将来見通しと収支計画に基づいて、適正な収入の確保、経費支出の効率

化、計画的・重点的な施設整備に取り組み、将来にわたって安定した経営基盤

の確保を図る。 
 
   組織力の向上 

働き方改革を通じたワーク・ライフ・バランスの実現等による職場環境の整

備や、デジタル技術等を活用した業務の効率化、安全性の確保、技術伝承や資

格取得促進による人材育成により、企業局を取り巻く経営課題に的確に対応で

きる組織力の向上を図る。 
 

地域・環境への貢献 

    事業の実施を通じて地方公営企業としての役割を果たすことはもと  

より、地域活性化と環境保全、再生可能エネルギーの地産地消による地         

域の脱炭素化の実現に貢献する。 
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第４章 重点課題への取組                              

 

 電気事業   

重点課題 取組目標 

１ 水力発電の供給力の

向上 

○ 既設発電所のリニューアルやリパワリングの推進、

小水力発電所の開発の検討 

○ 「施設整備１０か年計画」に基づく計画的な施設整

備の実施 

○ 水力発電の役割、重要性に関する県民への理解促進 

２新 再生可能エネルギ

ーの地産地消の推進 
新 地域の脱炭素化に貢献する取組の実施 

３新 重点的・効率的な

整備方針の策定 

新 最適なオーバーホール周期の検討など発電所の重要

度に応じた整備方針の策定（発電所トリアージ） 

４ 電力システム改革へ

の対応 

拡 電気の市場価格や契約状況等を踏まえた、より最適

な売電方法の導入 

 

 

工業用水道事業  

重点課題 取組目標 

５新 強靭化対策 

新 「施設整備１０か年計画」に基づく工業用水道施設

の計画的・重点的な強靭化対策（「耐震化対策」、「浸水

対策」、「停電対策」）等の推進 

新 事業継続計画（ＢＣＰ）を踏まえた、ハード・ソフト

両面からの計画的な強靭化対策の実施 

６ 水資源・渇水対策 

○ 島田川工業用水道の効率的な運用や富田川における

取水融通、下松市工業用水による応援給水制度、宇部

丸山ダムにおける貯水システム等の効果的な運用 

拡 複数事業の広域的な水運用の見直し等による渇水対

策の強化を検討 

○ 企業の節水努力が反映される二部料金制の適切な運

用 

７新 広域化推進 
新 複数の事業間における施設・設備の共有による効率

的な水運用の実施 

８拡 需要開拓   

○ 県内未受水企業等へのアプローチの強化 

○ 企業誘致活動と連携した需要開拓の強化 

○ 工業用水の利用促進に向けた初期設備投資への支援

制度の実施 

新 「やまぐち半導体・蓄電池産業ネットワーク協議会」

を核とした新たなアプローチによる戦略的な新規需要

開拓の実施 
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共通事業  

重点課題 取組目標 

９拡 防災危機管理、事

業継続対策 

新 平常時における継続的な見直し・改善によるＢＣＰ

の実効性の向上 

○ 大規模災害時の供給体制の確保に向けた取組の実施 

10 新 企業局 DX の推進 

新 船上無人カメラによる導水路トンネル等の点検や損

傷状況等のＡＩ診断など、維持管理におけるデジタル

技術の活用 

新 道路等掘削工事前の「埋設物調査立会受付 Webシス

テム」の運用による業務の効率化  

11 人材育成等 

○ 技術伝承、資格取得の促進に向けた取組の実施 

○ 職員の資質向上による組織力の向上 

拡 持続的なデジタル化に向けた研修の実施 

12 地域・環境への貢献 

○ 水源涵養機能の増進 

○ 小水力発電導入に向けた技術支援の実施 

○ 企業局が有する技術やノウハウを活用した地域活性

化に貢献する新たな仕組みの検討 

 

 

第５章 その他の取組                                
 １ 関係法令等の遵守 

 ２ 企業局発注工事における労働災害防止対策の徹底 

 ３ 経費支出の効率化 

 ４ 企業債残高の縮減 

 ５ 企業局の長期的・内在的な課題の検討 

６ 経営状況の「見える化」 

 ７ 情報発信 

 ８ 企業局３Ｃ運動の展開 

 ９ 適切な資産管理、遊休資産の有効活用 

 

 

第６章 収支計画及び施設整備計画                          

電気事業 
 (1) 収支計画 

    効率的な発電や経費支出の効率化等により、純利益の黒字を確保できる見通

し 

内部留保資金は、災害、渇水等の非常時に備えた経営資金として 12 億円程

度を保有するなど、安定的な経営基盤を確保しながら、リニューアル事業やリ

パワリング事業、老朽化した発電所の修繕などに計画的・効率的に活用 
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（単位：百万円） 

区分＼年度 R1 R2 R3 R4 
R5 

（見込み） R6 R7 R8 R9 R10 

収益的収支 

収 入 1,599 1,687 1,632 1,535 1,666 2,494 2,140 1,609 1,498 1,734 

支 出 1,417 1,392 1,369 1,359 1,582 1,608 1,484 1,579 1,435 1,427 

純利益 182 295 263 176 84 886 656 30 63 307 

資本的収支 

収 入 49 36 18 1 2 0 0 0 0 0 

支 出 903 644 321 985 1,513 260 516 2,024 2,369 206 

差 引 ▲854 ▲608 ▲303 ▲984 ▲ 1,511 ▲ 260 ▲ 516 ▲ 2,024 ▲ 2,369 ▲ 206 

内部留保資金累計 5,063 5,120 5,435 5,025 4,067 5,094 5,642 4,202 2,513 3,102 

年度末企業債残高 287 158 78 49 29 16 4 2 0 0 

 

(2) 企業債 

    内部留保資金の活用等を行い、原則、計画期間中の新規発行をしない。 

 

 (3) 電気事業施設整備１０か年計画 

    施設の健全度・重要度に基づきリパワリングやリニューアル等を実施し、中

長期的な更新需要や収支見通しを踏まえた計画的、重点的な整備を実施 

○総事業費 約 128 億円 

  ○主な事業 

内容 時期 計画期間中の事業費 

佐波川発電所リニューアル R5～R9 約 25億円 

新阿武川発電所リパワリング（オーバーホール含む） R8～R10 約 9億円 

オーバーホール（徳山、本郷川、末武川、木屋川）   － 約 8億円 

その他改良修繕 － 約 86億円 

 

工業用水道事業 
(1) 料金改定方針 

今後の強靭化対策の推進等により建設改良費が増加することが見込まれてい

ることから、施設の健全度等に応じた計画的・重点的な整備を進めるととも

に、以下の方針により、引き続き低廉な料金水準の維持を図る。 

 

◇ 料金原価に基づく算定を基本とし、「工業用水道事業施設整備 10 か年計

画」等に基づく建設投資の平準化等を図りつつ、低廉な料金水準の維持を図

る。 

◇ 具体的には、現行料金（責任水量制換算）水準を維持し、料金原価が現行

料金を下回る事業について特別調整額を計上すること等により、今後見込ま

れる更新需要等に対応する。 

※ 急激な物価高騰や契約水量の増量又は減量等により収支に影響が見込ま

れる場合、及び施設の新設等大規模な施設整備を行う場合を除く。 
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(2) 収支計画 

    経費支出の効率化を行うこと等により、事業全体では 3.1 億円～7.8 億円程

度の純利益を確保できる見通し 

内部留保資金は、災害、渇水等の非常時や急な減量等に備えた経営資金とし

て 16億円程度を確保するなど、安定的な経営基盤を確保しながら、安定供給体

制の強化に資する事業や本格化する老朽化・耐震化対策等に計画的、効率的に

活用 

（単位：百万円） 

区分＼年度 R1 R2 R3 R4 
R5 

（見込み） R6 R7 R8 R9 R10 

収益的収支 

収 入 6,456 6,503 6,673 6,595 6,490 6,684 6,432 6,400 6,517 6,483 

支 出 5,482 5,631 5,821 5,915 6,255 5,899 5,944 5,989 6,105 6,169 

純利益 974 872 852 680 235 785 488 411 412 314 

資本的収支 

収 入 2,328 1,444 1,428 818 1,855 1,609 2,123 1,850 1,874 1,817 

支 出 5,828 4,626 3,308 4,578 5,457 4,936 6,288 5,627 6,496 6,135 

差 引 ▲3,500 ▲3,182 ▲1,880 ▲3,760 ▲ 3,602 ▲ 3,327 ▲ 4,165 ▲ 3,777 ▲ 4,622 ▲ 4,318 

内部留保資金累計 5,784 5,968 7,452 7,079 6,332 6,421 5,558 4,990 3,734 2,698 

年度末企業債残高 16,774 16,550 16,406 15,476 15,077 15,073 15,819 16,417 16,687 16,681 

 

(3) 企業債 

計画後半期は建設改良費の増加が見込まれているが、事業費の平準化や内部

留保資金の活用等により、計画最終年度末の企業債残高を当初計画の範囲

（17,060 百万円）に抑えることで、中長期的に企業債残高の増嵩を抑制 

 

(4)  工業用水道事業施設整備 10 か年計画 

アセットマネジメント手法により、中長期的な更新需要や収支見通しを踏ま

え、事業費の平準化を図りつつ、施設の健全度・重要度に基づく計画的、重点

的な整備を実施 

  ○ 総事業費  

約 414億円（ダム分担金を含む） 

  〇 主な事業 

地区 事業名 時期 計画期間中の事業費 

岩国 送水施設・ポンプ施設改良［小瀬川］ R元～R30 約 15億円 

周南 配水管改良［周南］ R元～R10 約 20億円 

防府 センター設備更新［佐波川、2期］ R6～R9 約 3億円 

宇部・山陽野

田・美祢 

バイパス管布設[厚東川 2期、厚狭川] H22～R11 約 45億円 

厚東川水路橋・水管橋改築[厚東川、２

期、厚狭川] 
H15～R11 約 17億円 

下関 二条化[木屋川、木屋川 2期] H26～R20 約 60億円 
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第７章 経営管理指標                                

電気事業  

経営管理指標 目標値 

経常収支比率 110％ 

拡供給力向上事業進捗状況 
年度 R6 R7 R8 R9 R10 
佐波川 設計 設計・製作 製作・据付 製作・据付 － 

新阿武川 設計 設計 設計・製作 製作・据付 試験 

新脱炭素社会実現貢献度 
水力発電による県産CO2フリーの付加価値を付与した電

気の県内供給実績16,808MWh（令和4年度実績）以上 
 
工業用水道事業  

経営管理指標 目標値 

経常収支比率 110％ 

企業債残高（百万円） 
年度 R6 R7 R8 R9 R10 

目標値 15,073 15,819 16,417 16,687 16,681 

新規需要開拓 年間3,000㎥/日（需給調整を除く） 

優先的に更新を要する工業用

水道管路（全体延長約 8 ㎞）

の更新整備延長（累計）(km) 

年度 R6 R7 R8 R9 R10 

目標値 6.0 6.4 6.7 7.1 7.4 

新ＢＣＰ復旧時間達成状況 

被 害 が 小 さ い 場 合：３日以内 

被 害 が 大 き い 場 合：１週間程度 

復旧が困難を極める場合：１か月 

※応急復旧完了を含む 
 
共通事業  

経営管理指標 目標値 

拡災害対応訓練の実施回数 本局・事業所（持ち回りで実施）で各年１回 

電気主任技術者免状、ダム水

路主任技術者免状の新規取得

者数 

令和１０年度までに 

第２種電気主任技術者 ２人 

第３種電気主任技術者 ８人 

ダム水路主任技術者 ３人 

基本技能の維持に関する研修

の受講回数 
全技術職員について３年に２回受講 

小水力発電導入技術支援件数 年２件 
 

第８章 計画の推進                                 

 １ 推進方法 

マネジメント・サイクル(ＰＤＣＡ)を活用した進行管理を実施 

 ２ 評価方法と情報公開 

(1) 内部評価 

     「山口県企業局経営企画会議」において内部評価を実施 

  (2) 外部評価 

外部有識者で構成する「山口県企業局経営計画委員会」により外部評価を

実施 

    (3) 評価結果の公表 

     外部評価結果等をホームページ等により公表 


